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年　　月　　日
（宛先）茅野市長
申請者　住　　所　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団 体 名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　

茅野市住宅・建築物耐震改修等促進事業補助金交付申請書
（特定既存耐震不適格建築物耐震診断事業）

　茅野市住宅・建築物耐震改修等促進事業補助金交付要綱第６条の規定により、補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
記
１　対象建築物の確認
　(1)　昭和56年５月31日以前に着工された建築物です。
　(2)　耐震改修工事等を実施する意思があります。

２　耐震診断概要
	補助対象特定既存耐震不適格建築物
	施設名称
	　

	
	所在地
	茅野市

	
	延べ面積
	㎡
	対象床面積
	㎡

	
	建築面積
	㎡
	階数
	地上　  階、地下  　階

	
	構造
	□鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 □鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘ-ﾄ造 □鉄骨造 □木造

	
	主要用途
	　

	
	確認年月日
	　  年　 月 　日
	確認済証番号号
	     第　　　号

	
	検査年月日
	　  年　 月 　日
	検査済証番号
	     第　　　号

	委託先
	事務所名
	　

	
	耐震診断者氏名
	　

	
	事業所所在地
	　

	
	事務所登録番号
	　
	建築士番号
	　

	
	連絡先
	TEL                  
	FAX

	耐震診断に要する経費　①（積算内訳書）
	円

	補助対象延べ床面積　　②（小数点以下切捨て）
	㎡

	対象経費の限度　※　　③
	円

	補助基本額　①又は③の少ない額　④
	円

	補助額　④×2／3（1,000円未満切捨て）
	円

	着手予定年月日
	年　 月　 日
	完了予定年月日
	年　 月　 日


· 対象経費の限度は、面積1,000㎡以内の部分3,670円／㎡、面積1,000㎡を超えて2,000㎡以内の部分1,570円／㎡、面積2,000㎡を超える部分1,050円/㎡を合算した額。

３　関係書類
(1)　対象となる建築物の現況を表す図面等（位置図・配置図・各階平面図・立面図（２面以上）・面積表・外観写真）
(2)　耐震診断に要する経費が確認できる見積書
(3)　対象となる建築物の所有権を証する書類の写し
（建物の登記事項証明書、固定資産税課税台帳登録事項証明書など）
(4)　建築年が確認できる書類の写し
(5)　対象となる建築物の耐震診断を行う者の建築士等の資格を証明する書類の写し
(6)　市税（国民健康保険税を含む。）の納税証明書
　(7)　その他市長が必要と認める書類





